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平成２２年度 航空局関係予算決定概要

１．２２年度予算の主要事項

(１)　首都圏空港等の整備の推進 

　

(２) 航空安全・保安対策の強化 202 （217）

　 図るため、羽田空港の再拡張事業を着実に推進し、新たな４本

2,369  (2,687）

 ○　我が国の国際競争力及び国内航空ネットワーク機能の強化を

　 目の滑走路の供用開始により首都圏の空港容量の拡大を図ると

　 ともに、羽田空港Ｃ滑走路の延伸事業等首都圏空港等の整備を

　 推進する。また、羽田空港における更なる空港容量の拡大に向

　 けた総合的容量拡大検討調査及び首都圏国際ハブ空港の実現の

　 ための総合的調査を実施。

単位：億円（前年度予算額）

(２)　航空安全・保安対策の強化

２．空港整備勘定の規模 （単位：億円）

歳          入 歳          出

1,131 ( 1,429) 2,745 ( 3,299)

2,277 ( 2,567)

92 ( 　120)

2,045 ( 2,084) 201 ( 　391)

175 (   221)

202 (   217)

730 (　 885) 66 (  　93)

180 (   242)

6 (　  11)

687 (   882) 1,394 ( 1,418)

一般会計より受入

離島航空事業助成

首 都 圏 空 港

一 般 空 港 等

航空安全・保安対策

空 港 使 用 料 収 入

　 よる、事故・トラブルを未然に防止するため、滑走路誤進入対

202 　（217）

財 政 投 融 資 空港等維持運営費等

雑 収 入 等

航 空 路 整 備 事 業

空 港 整 備 事 業

　 策を実施。

 ○　空港の耐震化を計画的に実施するほか、ヒューマンエラーに

空港周辺環境対策事業

関西国際空港等

空港等機能高質化事業

合　　　計 4,593 ( 5,280) 合　　　計 4,593 ( 5,280)

（　）は前年度予算額



平成２２年度予算重要施策事項表（航空局関係）

（単位：百万円）

事　　　　　　項
平成21年度
予   算   額

平成22年度
予　 定 　額

比      較
増△減額

備　　　　　　　　考

航 空 局 関 係

(一般会計からの特会繰入れ)

１． 142,875 113,130 △ 29,745

(空 港 整 備 勘 定)

２． 256,726 227,744 △ 28,982

(１) 131,284 103,284 △ 28,000

(２) 123,407 124,256 849

空 港 整 備 の 推 進

首 都 圏 空 港 の 整 備

東京国際空港(羽田)の
再拡張事業

東京国際空港(羽田)の
機能向上

(３) 2,035 204 △ 1,831 国直轄

３． 12,050 9,185 △ 2,865

9,000 7,500 △ 1,500

3,050 1,685 △ 1,365

30,100 34,800 4,700 財政投融資(政保債)

－ 30,000 30,000 政府保証債(５年未満)

４． 39,088 20,094 △ 18,994

５． 22,084 17,498 △ 4,586

６． 21,650 20,187 △ 1,463

〔 他 一 般 会 計 分 〕 ( 257) ( 251) (△ 6)

７． 9,262 6,626 △ 2,636

８． 24,209 18,054 △ 6,155

９ 1 097 592 △ 505

① 会 社 関 係 国 費

成田国際空港の整備

空 港 周 辺 整 備 の 促 進

航 空 路 施 設 の 整 備

離島の航空輸送の確保

関 西 国 際 空 港 ・
中 部 国 際 空 港

② 国 直 轄

一 般 空 港 等 の 整 備

空港等機能高質化事業

航空における安全・安心
の確保

９． 1,097 592 △ 505

〔 他 一 般 会 計 分 〕 （　　　－） ( 42) ( 42)

離島の航空輸送の確保



１．空港の整備 (前年度予算)

(１) 首都圏空港の整備 百万円 百万円

① 東京国際空港(羽田)の再拡張 103,284 ( 131,284 )

95,589 ( 127,896 )

4,927 ( 3,388 )

2,768 ( － )

事  　業 　 費

利　　払　　費

国際線地区エプロンPFI事業費

　平成２２年度においては、新設滑走路・連絡誘導路の整備、航空保安施設の整
備等関連事業を実施します。

新管制塔

桟橋部 埋立部

連絡誘導路部

国際線地区

国際線エプロン整備状況（PFI）

国際線旅客ターミナル整備状況（PFI）

【桟橋部】 ジャケット諸元（桟橋部）

・標準寸法 幅63m×長さ45m×高さ35m

・最大重量 約1,600トン

【国際線地区】

【提供：羽田再拡張Ｄ滑走路建設工事共同企業体】

(前年度予算)

百万円 百万円

② 東京国際空港(羽田)の機能向上 124,256 ( 123,407 )

25,665 ( 22,917 )

98,591 ( 100,490 )

　平成２２年度においては、Ｃ滑走路延伸事業を着実に進めるほか、誘導路・エ
プロンの新設、航空保安施設の整備、空港アクセスの改善等を実施します。

　また、羽田空港の更なる容量拡大・機能強化に向けて、総合的容量拡大検討調
査を実施します。

事  　業 　 費

借入金元利償還

国内線ターミナル地区

旧整備地区

（整備中）

新整備地区

国際線ターミナル地区

エプロン新設

際内トンネル改良

誘導路新設

エプロン新設 C滑走路延伸 誘導路新設

誘導路新設

護岸改良

誘導路新設

CIQ庁舎（旅客）新設

CQ庁舎（貨物）新設

※写真提供：羽田再拡張D滑走路建設工事共同企業体

杭打設 杭打設（施工後） ジャケット据付 ジャケット製作状況（参考）

平成２２年度　主要整備事項

誘導路新設

誘導路新設

空港アクセス道路改良



(前年度予算)

③ 成田国際空港の整備（航空保安施設の整備等） 百万円 百万円

204 ( 2,035 )

(２)関西国際空港・中部国際空港

   　関西国際空港の需要拡大を通じた経営改善を図ることにより、近い将来補

   給金が不要となるような大阪国際空港との関係を含めた抜本的解決策を平成

   22年６月には得ることとし、当該抜本的解決策が得られた場合において、関

 　空会社の業務の円滑な運営に資するための補給金を交付します。

また 国直轄事業として 航空保安施設の更新等を実施します

国直轄事業費
　成田国際空港においては、管制施設の
改修等を実施します。

空港気象レーダー改修

第１旅客ターミナルビル改修

（ＩＤカード設備更新）

対空通信・無線設備性能向上

（無線電話装置更新）

平行滑走路 2,500m

Ａ滑走路 4,000m

   　また、国直轄事業として、航空保安施設の更新等を実施します。

   　中部国際空港については、国際競争力強化の観点から、需要の拡大、人流

　 ・物流機能の拡充等に向けた調査検討、航空保安施設の更新等を実施します。

(前年度予算)

百万円 百万円

・関西国際空港株式会社補給金 7,500 ( 9,000 )

・国直轄事業費 1,685 ( 3,050 )

国　費　合　計 9,185 ( 12,050 )

・財政投融資（政府保証債） 34,800 ( 30,100 )

・政府保証債（５年未満） 30,000 ( － )

償還財源 64,800 ( 30,100 )

   　なお、関西国際空港二期事業については、限定供用にかかる用地造成事業の

   うち、未完成の護岸嵩上げ工事等を行う予定です（事業費約35億円（国費約23

   億円［措置済み］））。

空港島

貨物地区

旅客地区

【関西国際空港の現況】 【中部国際空港の現況】

※事業費については会社事業計画の認可時点で確定する予定。

Ａ滑走路（3,500m：平成６年９月４日供用）

二期空港島

一期空港島

護岸嵩上げ工事等
実施予定箇所

滑走路(3,500ｍ：平成17年２月17日開港)
Ｂ滑走路（4,000ｍ：平成19年８月２日供用）



(前年度予算)

(３) 一般空港等の整備 百万円 百万円

20,094 ( 39,088 )航空ネットワークの充実による地域の振興を図るため、

継続中の滑走路延長等の事業を着実に実施するとともに、

既存空港において、空港の機能を保持するために滑走路・

誘導路等の基本施設、無線施設・航空灯火等の航空保安施

設などの更新・改良等を確実に実施します。

既存空港の機能保持滑走路の延長等

航空保安施設の更新・改良

基本施設の更新・改良

【誘導路舗装の改良】

・事業内容 ：滑走路の移設・延長

（１，５００ｍ→２，０００ｍ）

・場 所 ：沖縄県石垣市

○新石垣空港の整備

新石垣空港

建設地

完成予想図

(前年度予算)

(４) 空港等機能高質化事業 百万円 百万円

17,498 ( 22,084 )

【老朽化したILSの更新】

我が国全体の国際競争力や空港後背地域の地域競争力の強

化、空港利用者の利便増進を図るため、既存ストックを活用

し、空港の就航率向上や空域・航空路の抜本的な再編等によ

る空港等の機能高質化を推進します。また、岩国飛行場にお

ける民間航空施設の整備を行います。

岩国飛行場における民間航空の再

開は、厚木飛行場から岩国飛行場へ

の空母艦載機移駐等米軍再編に係る

負担を担う地元地方公共団体の要望

に配慮することにより、在日米軍基

地が周辺住民をはじめ国民の理解と

支持の下に安定的に使用されるとい

う意義を有するものであり、本事業

を着実に実施するとの政府方針に則

り、関係省庁の役割分担（民航施設

の整備は国土交通省が主体となって

実施。必要な土地の共同使用等に伴

う米側との調整は防衛省が主体と

なって実施。）に基づき、所要の整

備を行います。

CATⅢ
aの場
合

決心高0m
滑走路視距離50m

進入灯
約300メー

トル

CAT-Ⅰ

CAT-Ⅱ

CAT-Ⅲ決心高30m
滑走路視距離350m

決心高60m
滑走路視距離550m

決心高の地点で滑走路・灯火が
見えなければ進入復行

CATⅢ
aの場
合

決心高0m
滑走路視距離50m

進入灯
約300メー

トル

CAT-Ⅰ

CAT-Ⅱ

CAT-Ⅲ決心高30m
滑走路視距離350m

決心高60m
滑走路視距離550m

決心高の地点で滑走路・灯火が
見えなければ進入復行

地域競争力強化促進事業

就航率の向上

ILSの高カテゴリー化に伴い、気象条件に影

響されない安定的な就航が実現されます。



(前年度予算)

２．航空における安全・安心の確保 百万円 百万円
20,187 ( 21,650 )

空港施設の耐震化

航空機との通信や夜間等に必要

な航空保安施設の機能を確保

航空管制機能の停止を防ぐと

ともに空港の管理機能を確保

管制塔等の倒壊防止

航空機の離着陸に必要な基本施設等の機能を確保

基本施設の陥没等を防止 トンネルの崩壊防

車両や航空機に影

地下構造物等の崩壊を防止

管制塔庁舎

航空における安全・安心の確保のため、空港の耐震化を計

画的に実施し、地震災害時における空港機能の確保を図りま

す。また、ヒューマンエラーを予防するため、滑走路占有状

態等を管制官やパイロットへ視覚的に表示・伝達するシステ

ムの整備を推進するとともに、大規模災害時に対応するため

の危機管理能力の向上等を促進するなど、安心して利用でき

る航空輸送を実現します。

(前年度予算)

（一般会計） 百万円 百万円
251 ( 257 )

基本施設

（滑走路・誘導路等）

進入灯

管 塔 舎

ILS装置

空港監視レーダー

耐震化実施箇所例 無線・照明施設の転倒防止

航空輸送安全対策の強化

事故・トラブルに対する予防的安全対策や航空会社に対する的確な監査を推進す

るとともに 国産旅客機の開発に伴う新たな安全性審査方式の導入を行います

被 災被 災

東京航空交通管制部

札幌航空交通管制部

ｼｽﾃﾑ開発評価・危機管理ｾﾝﾀｰ
（SDECC(大阪 )）

福岡航空交通管制部

業
務
移
管

東京管制部の業務を３機関で分担

航空交通管理セン

ター（福岡）が被災し
ても、SDECCにて代
替業務を実施

洋上管制業務

（航空交通管理センター）

航空路管制業務

（東京航空交通管制部） 国際対空通信業務

（成田空港事務所）

航空路管制業務

（札幌航空交通管制部）

SDECC
航空路管制業務

（福岡航空交通管制部）

航空路管制業務

洋上
（成田）

(大阪)

（東京）

（福岡）

（札幌）

危機管理能力の向上
○滑走路誤進入対策

３
４ Ｒ

DEP1001
B763 SNE7

34R

３
４ Ｒ

DEP1001
B763 SNE7

34R

３
４ Ｒ

DEP1001
B763 SNE7

34R

３
４ Ｒ

DEP1001
B763 SNE7

34R

着陸機接近中
に、航空機が
滑走路に進入
した場合に、
管制官へ注意
喚起

【滑走路占有監視支援機能】

【滑走路状態表示灯】
前方に滑走路横
断機があり、離陸
できない状態であ
ることを灯火点灯
によりパイロット

へ伝達

【可変表示型誘導案内灯】
設置例

STOP

表示例

<点灯>

<消灯>

滑走路上に離着
陸中の航空機が
あり、滑走路へ進
入できない状態で
あることを灯火点

灯により、パイロッ
トへ伝達

滑走路誤進入対策

るとともに、国産旅客機の開発に伴う新たな安全性審査方式の導入を行います。



(前年度予算)

百万円 百万円

３．空港周辺整備の促進（住宅防音工事、移転補償等） 6,626 ( 9,262 )

(前年度予算)

４．航空路施設の整備 百万円 百万円

18,054 ( 24,209 )
航空交通の安全確保を最優先としつつ、交通量の増大やユー

ザーニーズの多様化に適切に対応して、航空交通容量の拡大を

図るため、統合管制情報処理システムをはじめとする次世代航

空保安システムの整備を推進するとともに、現行航空保安シス

テムの機能を保持するための整備を実施します。

統合管制情報処理システムの整備

飛行計画情報

ﾚｰﾀﾞｰ

情報

航空路ﾚｰﾀﾞｰ情報処理ｼｽﾃﾑ
（ＲＤＰ×４）

管制間隔確保等のためﾚｰﾀﾞｰ
情報や航空機の接近を回避す

るための情報を提供

洋上管制ﾃﾞｰﾀ表示ｼｽﾃﾑ
（ＯＤＰ）

洋上を航行する航空機から
の位置通報等をもとに管制

間隔確保等の情報を管制官
に提供

飛行情報管理ｼｽﾃﾑ
（ＦＤＭＳ）

飛行計画情報等を集中的に処理

飛行計画情報

航空路管制卓ｼｽﾃﾑ
（ＩＥＣＳ×４）

管制通信等に必要な音声通信機能
並びに他ｼｽﾃﾑから受信した飛行計

画情報、ﾚｰﾀﾞｰ情報、
気象情報等を視覚化

し管制官に提供

現
行
シ
ス
テ
ム

・
・
・

(前年度予算)
５．離島の航空輸送の確保 百万円 百万円

・航空機等購入費補助金 592 ( 1,097 )

（１）運航費関係 522 ( 548 )

（２）衛星航法補強システム（ＭＳＡＳ）受信機関係 70 ( 89 )

（３）機体取得関係 0 ( 460 )

・離島・コミューター路線の維持・活性化に係る実証 42 ( － )

実験事業（非公共）

管制サービスの継続性を確保するとともに、増大する航空交通需要に対応します。

し、他ｼｽﾃﾑに必要な情報を提供

レーダー
情報

管制部等

バックアップ
機能確保

統合管制情報処理システム

処理ﾃﾞｰﾀ

処理ﾃﾞｰﾀ
航空路処理

飛行計画処理
航空路表示器

支援処理
洋上処理

航空路処理飛行計画処理 支援処理 航空路表示器

西拠点

東拠点

統
合
シ
ス
テ
ム

・
・
・


